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図書館協議員会および電子媒体検討委員会の動き
6月6日に開催された図書館協議員会（第1回）では、2006
年度決算および2007年度予算について報告がなされた。
2006年度決算においては、図書費・図書資料費からデータ
ベース資料費への期中での予算シフトを実施したことなどが
報告された。2007年度予算については、前年度に引き続き
データベース資料費が増額されたこと、図書の整理に関する
費用が委託業務の拡大に伴い予算増となったことなどが報告
された。また、Waseda Next 125に関する検討事項につい
て図書館提案の趣旨説明があり、次回以降の図書館協議員会
で意見聴取することとなった。 
6月27日に開催された図書館協議員会（第2回）では、
Waseda Next 125に関して集中的に討議を行った。図書館
協議員より寄せられた意見をふまえ、中間答申の最終案を図
書館においてとりまとめることとなった。その結果、6月30
日付けで中間報告を総長に提出する運びとなった。　
11月6日に開催された図書館協議員会（第3回）では、
2008年度図書関係予算申請について各箇所からの予算申請
の集約結果が報告された（資料１）。
12月18日に開催された図書館協議員会（第4回）では、主
幹箇所である教務部からの内示結果が報告され（資料2）、こ
れにもとづく図書館から各箇所に対する配分案が提案、了承
された（資料3）。この結果をうけて、図書館長名により同日
付で各箇所に対して予算配分結果が通知され、意見・要望を
個別にうかがう機会を設定したが、特に申し出がなかったた
め、各箇所に示達した内容で確定することとなった。なお、
西早稲田キャンパスにおける学術院体制の整備にともない、
図書関係予算の一体的・効率的執行のため、2008年度より
関連する研究科の予算を学部に一括交付することが報告され
た。また、Waseda Next 125については図書館協議員会 報
告書（案）が示された。この案は6月末にまとめられた中間報
告に対し、2度にわたる意見聴取の結果をふまえたものであ
る。
2月1日に開催された図書館協議員会（第5回）では、2008年
度図書関係予算にかかる二次査定においてデータベース資料
費減額査定分13,000千円の追加措置があったことが報告され
2008 年度図書修繕費申請集約結果（概要）
1. 各箇所 （単位：千円）
研究科（*1）
学部（*2）
博物館・研究所等（*3）
箇所数
1
5
7
2008年度
申請
（a）
      49
11,172
18,208
2007年度
予算
（b）
     640
10,844
17,946
増減
（a-b）
  -591
   328
   262
増減率
（対2007年度予算）
 （a-b）/b
-92.3%
   3.0%
   1.5%
2. 図書館（中央図書館・高田記念図書館・戸山図書館・理工学図書館・ 所沢図書館）
図書館 　 52,661 41,697 10,964   26.3%
（*1）研究科：社学研
（*2）学部：政経、法、教、商、社学
（*3） 博物館・研究所等：演博、材料研、比較法、商総研（旧産研）、現政研、アジア太平洋セ、博物館
資料1
2008 年度図書費および図書資料費申請集約結果（概要）　
1. 各箇所 （単位：千円）
研究科（*1）
研究科学生読書室（*2）
学部（*3）
博物館・研究所等（*4）
箇所数
13
6
7
10
2008年度
申請
（a）
137,936 
  33,485   
166,871 
118,916 
2007年度
予算
（b）
  97,514 
 30,406 
152,154 
124,025 
増減
（a-b）
40,422 
  3,079 
14,717 
 -5,109
増減率
（対2007年度予算）
 （a-b）/b
41.5%
10.1%
  9.7%
 -4.1%
2. 図書館（中央図書館・高田記念図書館・戸山図書館・理工学図書館・ 所沢図書館）
図書館 　 587,255 554,432  32,823   5.9%
（*1） 研究科:政研、経研、法研、商研、教研、社学研、アジア太平洋研、国際情報研、日本語教研、公
共経営研、法務研（法務研は今年度から計上）、ファイナンス研、会計研（会計研は今年度から
計上）      
（*2）研究科学生読書室:政研、経研、法研、商研、教研、社学研 
（*3）学部:政経、法、比文、教（教職含む）、商、理工（事務所扱い分）、社学
（*4） 博物館・研究所等:演博、材料研、比較法、商総研（旧産研）、現政研、アジア太平洋セ、博物館、
教総研、オープン教育セ, 競技スポーツ     
3. 全学共通
データベース資料費 　 341,434 203,204 138,230 68.0%
資料2  主管箇所（教務部）からの2008年度図書関係予算内示
（単位：千円）
図書費（注）
図書資料費（注） 
データベース資料費
08年度申請額
   809,319
   213,592
   341,434
08年度内示額
（b）
  660,881 
  172,055 
  310,235
増減
{（b）-（a）}
-108,672 
  -16,923 
 107,031
07年度予算
（a）
   769,553 
   188,978 
   203,204
図書修繕費（注） 　
注） 「図書費」、「図書資料費」、「図書修繕費」については、情報生産システム研究科、法務研究科、川
口芸術学校、各学部学生読書室、高等学院、本庄高等学院、芸術学校、大学史資料センター、メ
ディアネットワークセンター、本部機関を除く。
ご参考）2006年度データベース資料費決算額　323,235千円
     82,090     71,127      70,536        -591 
1. 各箇所 （単位：千円）
研究科（*1）
研究科学生読書室（*2）
学部（*3）
博物館・研究所等（*4）
資料3 2008年度図書関係予算配分（案）
箇所数
12
6
7
10
07年度予算
（a）
  97,514 
  30,406 
152,154 
124,025 
08年度配分額
（b）
105,854 
  30,406 
152,154 
110,121 
増減
 {（b）-（a）}
  8,340 
  - 
  - 
 -13,904 
増減率
 {（b）-（a）}/a
   8.6%
   0.0%  
   0.0%
-11.2%
08年度
申請額
 116,384 
 33,485 
166,871 
118,916 
2. 図書館（中央図書館・戸山図書館・理工学図書館・所沢図書館）
図書館 　
（*1） 研究科：政研、経研、法研、商研（ビジネス専攻は今年度から計上）、教研、社学研、アジア太平洋研、
国際情報研、日本語教研、公共経営研、ファイナンス研、会計研（会計研は今年度から計上）
（*2）研究科学生読書室:　政研、経研、法研、商研、教研、社学研
（*3）学部：政経、法、比文、教（教職含む）、商、理工（事務所扱い分）、社学
（*4） 博物館・研究所等:演博、材料研、比較法、産研、現政研、アジア太平洋セ、博物館、教総研、オー
プン教育セ、競技スポーツ
3. 全学共通
データベース資料費 　
 554,432 434,401 -120,031  -21.6% 587,255  
 203,204 310,235  107,031  52.7% 341,434
1. 各箇所 （単位：千円）
研究科（*5）
学部（*6）
博物館・研究所等（*7）
箇所数
1
5
7
07年度予算
（a）
     640 
10,844 
17,946 
08年度配分額
（b）
        49 
 10,844 
 17,946 
増減
 {（b）-（a）}
  -591 
 - 
 - 
増減率
 {（b）-（a）}/a
-92.3%
   0.0%
   0.0%
08年度
申請額
         49 
 11,172 
 18,208 
2. 図書館（中央図書館・戸山図書館・理工学図書館・所沢図書館）
図書館 　
（*5）研究科：社学研
（*6）学部：政経、法、教、商、社学
（*7）博物館・研究所等:演博、材料研、比較法、産研、現政研、アジア太平洋セ、博物館
41,697  41,697  -    0.0%  52,661 
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た（資料4,5）。電子媒体検討委員会からは、購入申請に対する
協議結果が報告された。また、Waseda Next 125に関して、図
書館協議員会（第4回）で示された報告書（案）についてさらに
意見交換を行い、最終的な答申の取りまとめについては図書
館長に一任され、2008年2月15日付けで答申書として総長に
提出された。
図書館協議員会（第1回）において2007年度新規設置箇所
を委員選出区分に加えた「電子媒体検討委員会設置要綱」の
改定が了承された。
これをうけて7月19日に開催された委員会（第1回）では、
委員長の互選の後、2006年度委員会活動報告があった。ま
た、新規電子媒体購入申請の公募について、公募期間を7月
20日から10月12日とすることが了承された。
12月10日に開催された委員会（第2回）では、新規電子媒
体購入申請の集約結果について報告があり、今後の検討スケ
ジュールが説明された。
1月31日に開催された委員会（第3回）では、新規電子媒
体購入申請に関して本委員会のもとに設置した作業部会での
検討経過･提案の説明があり、これについて協議の結果、現
在導入中のデータベース・電子ジャーナルについては原則
として継続維持するこ
と、 全 学 共 通 利 用 に
ふ さ わ し い 資 料 と し
て Bundesgesetzblatt 
Online と Sociological 
Abstractsの計2件を導
入の推薦候補として挙げ
ること、データベース･
電子ジャーナルの導入に
ついて一定の整備が進ん
できたことをふまえ、パ
フォーマンスの調査およ
び評価を組織的に行うべ
く準備を進めることの3
点について了承された。
2007年度図書館協議員会名簿
所　属　箇　所
大 学 院 政 治 学 研 究 科
大 学 院 経 済 学 研 究 科
大 学 院 法 学 研 究 科
大 学 院 文 学 研 究 科
大 学 院 商 学 研 究 科
大学院基幹理工学研究科　兼　基幹理工学部
大学院創造理工学研究科　兼　創造理工学部
大学院先進理工学研究科　兼　先進理工学部
大 学 院 教 育 学 研 究 科
大 学 院 人 間 科 学 研 究 科
大 学 院 社 会 科 学 研 究 科
大 学 院 ス ポ ー ツ 科 学 研 究 科
大 学 院 ア ジ ア 太 平 洋 研 究 科
大 学 院 日 本 語 教 育 研 究 科
大 学 院 情 報 生 産 シ ス テ ム 研 究 科
大 学 院 公 共 経 営 研 究 科
大 学 院 法 務 研 究 科
大 学 院 フ ァ イ ナ ン ス 研 究 科
大 学 院 会 計 研 究 科
大 学 院 環 境･エ ネ ル ギ ー 研 究 科
政 治 経 済 学 部
法 学 部
文 化 構 想 学 部
文 学 部
教 育 学 部
商 学 部
社 会 科 学 部
人 間 科 学 部
ス ポ ー ツ 科 学 部
国 際 教 養 学 部
高 等 学 院
本 庄 高 等 学 院
芸 術 学 校
演 劇 博 物 館
比  較  文  学  研  究  室
比 較 法 研 究 所
産  業  経  営  研  究  所
現 代 政 治 経 済 研 究 所
人 間 総 合 研 究 セ ン タ ー
ア ジ ア 太 平 洋 研 究 セ ン タ ー
教  育  総  合  研  究  所
理 工 学 術 院 総 合 研 究 所
ス ポ ー ツ 科 学 研 究 セ ン タ ー
日 本 語 教 育 研 究 セ ン タ ー
教 務 部 長
協  議  員
梅森　直之
須賀　晃一
楜澤　能生
兼築　信行
井上　達彦
川本　広行
佐々木　葉
山崎　義弘
若林　幹夫
今泉　和彦
後藤　光男
赤間　高雄
菊地　　靖
高木　美嘉
村田　智洋
山田　治徳
田口　守一（〜 2007.5.29）
岡田外司博（2007.5.30 〜）
柴崎　　暁
清水　　孝
吉田　徳久
馬場　義久
正井　章筰（〜 2007.5.29）
箱井　崇史（2007.5.30 〜）
松永　美穂
瀬戸　直彦
神尾　達之
中村　信男
弦間　正彦
小野　充一（〜 2007.5.30）
太田　俊二（2007.5.31 〜）
荒尾　　孝
岩渕　功一（〜 2007.6.26）
ｽﾀﾝﾄ　ｶﾜﾝ（2007.6.27 〜）
八百幸　大
吉田　　茂
伊沢　　久
和田　　修
源　　貴志
菊池　馨実
辻山　栄子
中村　英俊
鈴木　晶夫
眞野　芳樹
長島　啓記
山田　眞
正木　宏明
高木　美嘉（兼）
田中　愛治
2007年度電子媒体検討委員会名簿
　委　員
馬場　義久
菊池　馨実
兼築　信行
若林　幹夫
井上　達彦
山崎　義弘
弦間　正彦
今泉　和彦
眞野　芳樹
岩渕　功一
ｽﾀﾝﾄ　ｶﾜﾝ
八百幸　大
田中　愛治
中島　達夫
守田　芳秋
中元　誠
荘司　雅之
仁上　園子
雪嶋　宏一
所　属　箇　所
政治経済学部
比較法研究所
大学院文学研究科
教育学部
大学院商学研究科
大学院先進理工学研究科
社会科学部
大学院人間科学研究科
大学院アジア太平洋研究科
国際教養学部（〜 2007.6.26）
国際教養学部（2007.6.27 〜）
高等学院
教務部長
図書館副館長
図書館事務部長
図書館事務副部長兼総務課長
図書館情報管理課長
高田記念図書館担当課長
理工学図書館担当課長
資料4 主管箇所（教務部）からの2008年度図書関係予算内示
（単位：千円）
図書費（注）
図書資料費（注） 
データベース資料費
二次査定（データベース資料費）
08年度申請額
  809,319 
  213,592 
  341,434 
08年度内示額
（b）
  660,881 
  172,055 
  310,235 
    13,000
増減
{（b）-（a）}
-108,672 
  -16,923 
 107,031 
   13,000
07年度予算
（a）
　769,553 
  188,978 
  203,204
図書修繕費（注） 　
注） 「図書費」、「図書資料費」、「図書修繕費」については、情報生産システム研究科、法務研究科、川
口芸術学校、各学部学生読書室、高等学院、本庄高等学院、芸術学校、大学史資料センター、メ
ディアネットワークセンター、本部機関を除く。
    82,090     71,127     70,536        -591 
１. 各箇所 （単位：千円）
研究科（*1）
研究科学生読書室（*2）
学部（*3）
博物館・研究所等（*4）
資料5 2008年度図書関係予算配分
図書費・図書資料費配分
箇所数
12
6
7
10
07年度予算
（a）
  97,514 
  30,406
152,154 
124,025 
08年度配分額
（b）
105,854 
  30,406 
152,154 
110,121 
増減
{（b）-（a）}
    8,340 
 - 
 - 
  -13,904 
増減率
 {（b）-（a）}/a
   8.6%
   0.0%
   0.0%
-11.2%
08年度
申請額
 116,384 
  33,485 
166,871 
118,916 
2. 図書館（中央図書館・戸山図書館・理工学図書館・所沢図書館）
図書館 　
（*1） 研究科：政研、経研、法研、商研（ビジネス専攻は今年度から計上）、教研、社学研、アジア太平洋研、
国際情報研、日本語教研、公共経営研、ファイナンス研、会計研（会計研は今年度から計上）
（*2）研究科学生読書室:　政研、経研、法研、商研、教研、社学研
（*3）学部：政経、法、比文、教（教職含む）、商、理工（事務所扱い分）、社学
（*4） 博物館・研究所等:演博、材料研、比較法、産研、現政研、アジア太平洋セ、博物館、教総研、オー
プン教育セ、競技スポーツ
3. 全学共通
データベース資料費 　
 554,432 434,401 -120,031  -21.6% 587,255  
 203,204 323,235   120,031 59.1% 341,434
17Library
Annual Report
図書館協議員会および電子媒体検討委員会の動き
電子媒体検討委員会の動き2
